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１　調達内容

調達仕様書による。

２　競争参加資格

３　入札方法等

2026年4月23日 から 2026年5月26日 まで

メールにて配布するため、上記３⑴の電子メールに資料請求の旨を問い合わせること。

交付締切日時：

掲載期間　

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構
調達部長　　辻　宏司

2026年4月23日

次のとおり企画競争公告に付します。

企画競争公告

2026年4月23日

2026年5月26日 (火)

【問合せ方法について】
・メールの件名は「入札管理番＋調達件名」にすること。
・本文には会社名、担当者名、電話番号、メールアドレス、書類発送先の住所を記入する
こと。

EMAIL　RIYOU-NYUSATSU@ml.jaxa.jp
TEL 070-1170-3487

（１）調達件名

（２）調達サービス及び数量

入札管理番号：26TK00066RSCI

（２）競争に参加できない者

（１）問い合わせ先

調達仕様書による。

2026年6月末

※フリーメールアドレスは、機構のセキュリティ上、受信できない又は受信に時間を要す場
合があるため、使用する際は必要に応じて電話等により機構に受信の確認を行うこと。

※競争参加資格を有しない者（申請中の者を除く）への発注図書の交付は行わない。

17時00分

（２）発注図書の交付方法

（３）調達サービスの概要

（４）履行期限

（５）履行場所

〒305-8505
茨城県つくば市千現２－１－１
筑波宇宙センター
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構
研究・事業調達室　宮嶋　あさ香

（１）競争参加資格

グローバルサウス諸国における水関連プロダクトの概念実証の調達（そのア）（そのイ）

国の競争参加資格（全省庁統一資格）において、令和8年度に「役務の提供等」のA,B,C,D
等級に格付けされている者であること。

※技術力ある中小企業者等の入札参加機会の拡大について
「物品の製造」「物品の販売」「役務の提供等」に関する入札については、中小企業者等
が、参加しようとする入札物件等の分野における技術力等を証明できれば、保有している
入札参加資格の等級にかかわらず、入札への参加を可能とする。
詳細および申請方法は、次の経済産業省のウェブページを確認のこと。
・技術力ある中小企業者等の入札参加機会の拡大についてのご案内 （経済産業省）
https://www.meti.go.jp/information_2/publicoffer/sanka_shikaku/gijyuturyoku_chusyo.html

競争に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者。資格審査申
請書及びその添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者、警察当局から、暴力団員が
実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるものとして、建設工事及び測量等、物品
の販売及び役務の提供等の調達契約からの排除要請があり、当該状態が継続している
者等。

グローバルサウス諸国における水関連プロダクトの概念実証を調達するものである。

2027年3月31日



開催しない 　

2026年6月3日 （水）

2026年6月10日 （水）

４　予算及び採択件数
（１）予算

（２）採択件数

５　その他
（１）契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨とする。

（２）入札保証金及び契約保証金

（５）契約書の要否

（6）契約相手方の選定方法 当機構が企画提案書内容等を総合的に審査し、機構に最も有利な企画提案を行った上
位２者を契約相手方として選定する。

ご提出いただく資料に個人情報が含まれる場合には、当該個人情報を適切に管理するとともに当該目的以外には使用しません。

（8）その他

　

12時00分

（４）提案の無効 本公告に示した競争参加資格のないものによる提案、提出資料等に虚偽の記載をしたも
のによる提案、及び提案要請書に記載する本提案に関する条件に違反した提案等は無
効とする。

（３）企画提案者に要求される事項

※個人情報の取り扱いについて

8,500,000円（消費税込み）を上限とする。

上記3(1)に電子メールにて提出すること。
※容量が多く1度のメールで遅れない場合は分割して提出すること。分割して送付する場
合についても、分割したすべてのファイルを上記期限までに提出すること。
※詳細は企画提案要請書による。

・詳細は、企画提案要請書を確認すること。
・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定など、提出書類につい
て、認定の取り消しなどによって異なる状況となった場合には、速やかに問い合わせ先に
届け出ること。

JAXA請負標準契約書に基づき締結する。

2件

免除

選定に参加するものは、所要の企画提案書を提出し、本契約の履行が可能であることを
証明すること。また、選定日の前日までの間において、調達部長及び調達部長から指定さ
れたものから当該書類に関し説明を求められた場合には、それに応じなければならない。

本契約はコスト変動調整率の対象となる可能性があるため、「見積額へのコスト変動調整
率の適用について」を参考にし、対象の場合は参考見積額にコスト変動調整率を計上す
ること。

本調達の履行期間中に消費税等が引上げられた場合には、その時の法律の定めによ
り、適切な措置を講ずるものとする。

（7）消費税法の一部を改正する等の法律への対応

（４）入札説明会の日時及び場所

（５）提出書類の受領期限および場所

（６）契約相手方の選定予定日


	入札公告

